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日本で使われる主なエネルギーは、石炭や石油、天然ガス、原
子力、再エネです。石炭は火力発電の主な燃料であり、液化天然
ガス（LNG）も火力発電の燃料や都市ガスの原料などに使われま
す。また原子力発電は、電力供給の安定性が高いという特長があ
ります。太陽光、風力、バイオマスなどの再エネ導入も進められ
ています。
自然界から加工されない状態で供給される一次エネルギーの比
率としては、石炭が25.4％、石油が36.3％、LNGが21.5％、原
子力が3.2％、水力が3.6％、再エネなどが10.0％となっていま
す（2021年度速報値）。再エネ比率を高めるためには、政府や民
間企業、地域住民が協力して取り組んでいく必要があります。

日本におけるエネルギー利用率は、分野ごとにさまざまです。
特に家庭では、省エネの取り組みが進んでおり、エネルギー効率
の高い電化製品の普及や住宅の断熱改修などが推進され、節約意
識が高まっています。2021年の家庭におけるエネルギー消費量
は、2013年と比べ、約12.8％減少しました。また自動車産業では、
電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）が普及し始めてい
ます。EVはガソリン車に比べ、運転時のCO2排出が少なく、同
じエネルギー消費で移動できる距離が長いという特徴があります。
FCVは燃料電池を搭載し、水素と酸素の化学反応によって走行し
ます。走行時にCO2を排出しないことから、環境に優しい自動
車として注目されています。こうした取り組みにより、再エネ比
率を高めることで、低炭素社会への移行が促進されています。

日本のエネルギー構成の内訳

液化天然ガス
（LNG)
天然ガスを冷却して
液体にしたもの。
LNGはLiquefied 
Natural Gasの略。
エネルギーとして幅
広く使われ、燃焼時
のCO2排出が比較
的少ない。

都市ガス
主に天然ガスを原料
としたガス導管（パ
イプライン）で供給
されるガス。給湯、
調理、暖房・冷房な
どの燃料として使わ
れている。

日本のエネルギー利用と持続可能性

メタン
炭素原子と水素原子
が結合してできた炭
化水素化合物の一種。
主に天然ガスや生物
由来の排出源などか
ら生じ、CO2とと
もに地球温暖化の影
響が大きい温室効果
ガスである。

化石燃料は発電などに幅広く利用されていますが、化石燃料の燃焼によるCO2排
出は環境への負荷を高めます。また、都市ガスの利用も、メタンガスが漏れると温
室効果を高めるため、適切な管理が求められています。化石燃料は限りある資源で
あるため、その開発と利用は、効率的かつ持続的に行うことが求められています。

化石燃料の効率的・持続的利用

（注）1PJ（＝1015J）は原油約 25,800kL の熱量に相当（PJ：ペタジュール）
出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成
出所：一般社団法人 日本原子力文化財団（JAERO）「【1-2-03】日本の一次エネルギー供給実績」をもとに作成
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基づく人口、人口動態及び世帯数」をもとに作成
出所：資源エネルギー庁「令和４年度 エネルギーに関する年次報告 第 211 回国会（常会）提出」をもとに作成
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日本のエネルギー構成

再エネの利用率を高め
持続可能な社会の実現を目指す
日本では、さまざまなエネルギーを組み合わせて使うことで、エネルギー供
給の安定性が確保されています。加えて再生可能エネルギー（再エネ）の導
入により、持続可能な社会への移行も目指されています。
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オンサイトPPAは、需要家の構内（建物の屋根上など）に太
陽光発電設備を設置（オンサイト）し、発電した電力を供給する
しくみです。発電設備は発電事業者が設置・所有し、需要家は電
力と環境価値を購入します。「第三者所有モデル」とも呼ばれ、
需要地に発電設備を設置できるスペースがある場合に適していま
す。需要家は発電設備への初期投資が不要で、手軽に導入できる
点がメリットです。日本では現在、オンサイトPPAが主流です。

一方、オフサイトPPAは、需要地から離れた場所（オフサイト）
に発電設備を設置し、その発電設備から電力を供給します。ただ
し現在、発電事業者が送配電網を介して需要家に電力を販売する
ことが認められていないため、需要家は小売電気事業者を通じて
電力と環境価値を購入することになります。一見、通常の電力供
給のようですが、特定の再エネ発電所から購入する点が特徴です。
オフサイトPPAは、電力の物理的な取り扱いにより、「フィジ
カルPPA」と「バーチャルPPA」に分けられます。フィジカル
PPAは、発電事業者が送配電事業者を通じて需要家に電力を供
給する形態です。一方、バーチャルPPAは、発電事業者が小売
電気事業者を通じて需要家に環境価値だけを提供する形態です。
電力は別途、小売電気事業者から購入します。
需要家が発電事業者から環境価値の提供を受けることで、CO2

排出削減に貢献でき、同時に対外的なPRにもなります。取引条
件にCO2排出削減を求める米Appleなどの企業もあり、ESG投資
も活発化しているので、PPAは今後も拡大していくでしょう。

初期投資が不要なオンサイトPPA

環境価値
再エネから発電した
電気は、化石燃料で
発電した電気と比べ、
生産過程でCO2を
排出していないとい
う価値（環境価値）
をもつ。 離れた場所から電力供給を行うオフサイトPPA

フィジカルPPA
日本では現在、フィ
ジカルPPAが主流。
P P AはP o w e r 
P u r c h a s e 
Agreementの略。

バーチャルPPA
発電事業者が発電し
た電気は市場に売却
され、需要家が購入
する電気は発電所に
特定されない。一方、
環境価値は発電事業
者から小売電気事業
者を通じて需要家に
販売される。

ESG投資
→P.30参照。

オンサイトPPAの契約形態

オフサイトPPAの契約形態

出典：自然エネルギー財団「日本のコーポレート PPA 契約形態、コスト、先進事例」（2021 年 11 月）をもとに作成

需要家の
構内ネットワーク

発電事業者 需要家

電力 電力

環境価値（証書）

固定価格

出典：自然エネルギー財団「日本のコーポレート PPA 契約形態、コスト、先進事例」をもとに作成
出所：経済産業省「資料 3-2 再エネ価値取引市場について」（2021 年 11 月 29 日）を参考に作成

送配電
事業者

小売電気
事業者

小売電気
事業者

卸電力
市場

～フィジカルPPA～

～バーチャルPPA～

電力 電力

環境価値（証書）

環境価値（証書） 環境価値（証書）

環境価値（証書）

固定価格 固定価格＋託送料
＋手数料

環境価値価格
＋手数料

契約価格

託送料

固定価格と
市場価格の差額

市場価格

発電事業者

発電事業者

需要家

需要家

電力

電力

PPA（電力販売契約）のしくみ

新しいビジネスモデルとして
普及が進むPPA
深刻化する環境問題に対して、普及が進んでいるのがPPA（電力販売契約）
です。需要家と発電事業者との間で長期にわたって結ぶ、再生可能エネルギ
ー（再エネ）由来の電力の販売契約を指します。
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ガスは明治時代初期、街灯の用途で都市ガス（P.16参照）の
利用が始まりました。その後、家庭用（調理、給湯、暖房など）、
産業用（空調など）、発電用などへ用途を拡大しました。都市ガ
スは導管（パイプライン）を敷設して供給するため、主に都市部
や工業地帯などで使われており、現在約200の事業者があります。
都市ガスの主な原料は天然ガスで、主成分はメタンです。天然
ガスは地中のガス層に存在し、より深部にあるシェールガスを採
掘する技術も開発されました。天然ガスは世界各地で産出され、
埋蔵量も豊富ですが、日本では産出量が少なく、ほとんどが輸入
に頼っています。輸入の際は、産出地で天然ガスを液化天然ガス
（LNG）（P.16参照）にすることで、体積を600分の１に圧縮でき、
LNGタンカーにより輸入しやすくしています。
天然ガスは石炭や石油に比べ、燃焼時の環境負荷が低いため、
クリーンなエネルギーとして日本の経済成長を支えてきました。

都市ガス以外のガスの供給方式として、LPガス事業が1950年
代に本格化しました。LPガスの主成分は石油精製の副産物とし
て得られるプロパンとブタンです。これらは常温・常圧では気体
ですが、圧力をかけて液化させると体積は約250分の１になり、
ボンベやタンクに充てんして配送できるようになります。
都市ガスのパイプライン敷設が経済的に難しい郊外などでは、

LPガスの利用が拡大しました。都市ガスの国土面積カバー率は
約６％ですが、LPガスは約100％であり、現在国内で約２万の
LPガス事業者があります。

ガスはパイプラインで供給する都市ガスが中心
導管
水道水を地下の水道
管で供給するように、
都市ガスも地下のガ
ス導管（パイプライ
ン）で供給する。

シェールガス
天然ガスが生成され
る頁

けつ

岩層内に滞留し
た天然ガス。従来は
経済的に生産が困難
であったため、ほと
んど開発されなかっ
た。2000年代に米
国で新たな探鉱・開
発技術を用いた開発
が進み、最近では米
国以外でも進められ
ようとしている。

埋蔵量
天然ガスの技術的可
採埋蔵量は約800
兆m3といわれてい
る。技術的・経済的
に生産可能なものの
うち、最も信頼性の
高い確認埋蔵量は約
190兆m3で、世界
の天然ガス需要の約
49年分にあたる。

LPガス
液 化 石 油（L P：
L i q u e f i e d 
Petroleum）ガス。
プロパンやブタンを
主成分とする。

ボンベでガスを供給するLPガス事業

メタンハイドレートとは、メタンと水分子が結合した氷状の物質で、「燃える氷」
とも呼ばれます。日本の周辺海域に大量に存在し、燃料や産業用の素材として使え
る可能性があるため、エネルギー自給率の低い日本にとって貴重な資源といえます。
メタンハイドレートは固体であるため、取り出して使うには研究開発が必要ですが、
日本はこの分野で世界をリードしています。

日本の近海に眠るメタンハイドレートへの期待

地域別の天然ガス生産量の推移

天然ガスの環境負荷の低さ 

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（億 m3）

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 （年）

アジア大洋州
17％

6％

18％

26％

4％

29％

アフリカ
中東
欧州・ロシア・
その他旧ソ連邦諸国

中南米
北米

注：端数処理の関係で合計が 100％にならない場合がある
出典：BP「Statistical Review of World Energy 2021」をもとに作成
出所：資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」をもとに作成

2008 年９月のリーマ
ンショックによる世界
的金融危機の影響で、
一時的に生産量が減少

出典：CO2 は、火力発電所大気影響評価技術実証調査報告書（1990 年３月、( 財 ) エネルギー総合工学研究所）
　　　NOx、SOx は、天然ガス-2010 年の展望-（1987 年３月、OECD・IEA）
出所：経済産業省「資料 5 ガス事業の現状」をもとに作成

天然ガスはほかの化石燃料（石炭、石油）に比べ、二酸化
炭素（CO2）、窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）
の排出量が少ないクリーンエネルギーといえる

CO2 排出比較 NOx排出比較 SOx排出比較

石炭：100

石油：80

天然ガス
：57

石炭：100

石油：71

天然ガス：
20～37

石炭：100

石油：68

天然ガス：0

ガスの基本

日本の経済発展を支えてきた
ガス事業
ガスは燃料として使われるエネルギー源のひとつで、日本のエネルギー供給
において重要な役割を担ってきました。ガスは大きく都市ガスとLP（液化
石油）ガスに分かれ、家庭、産業、発電などに幅広く使われています。
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東京ガスは、都市ガスの国内販売シェアで約34％を占め、ト
ップの地位にあります。また、新電力（P.22参照）としての小
売電力販売件数でも約347.5万件でトップです。これは、日本で
最も歴史が長く、最大の都市ガス事業者として代々のビジョナリ
ーな経営者が業界を牽引してきた結果です。初代社長は「日本の
資本主義の父」と呼ばれる、明治時代の実業家の渋沢栄一です。
公益追求の信念をもち、近代都市とガス事業の発展を支えました。
東京ガスは1969年、日本で初めてLNG（P.16参照）を導入し
ました。これにより、石炭や石油からのガス生産を、クリーンな
天然ガスによる生産へと転換し、日本経済の発展に大きく寄与し
ました。この成果は、公益社団法人 発明協会から戦後日本のイ
ノベーション100選に選ばれるほどの評価を受けています。
東京ガスは2019年、CO2ネットゼロを宣言しました。2050年
を見据え、さらなる環境負荷の削減を目指し、温室効果ガスを削
減する方向へ舵をとる英断をみせています。

都市ガス業界で第２位の大阪ガスは、創業当時から外資の影響
を受けてきました。このことから「元は外資系」ともいわれ、「進
取の気性」の精神が企業文化に根付いています。実際、同社は現
場部門が強く、現場が新しいことにチャレンジする社風です。
大阪ガスは1980年代以降、海外進出と事業多角化を積極的に
進めてきました。その成果として、現在ではグループ全体の利益
が、国内エネルギー事業、海外エネルギー事業、そして多角化事
業という３つの柱でほぼ等分に近づいているのが特徴です。

ビジョナリーな経営を展開する東京ガス

渋沢栄一
ガス灯事業の創設、
室内照明需要の獲得
を行い、黒字化と民
営化を実現。さらに、
国産ガス機器の開発
を推進し、家庭用ガ
ス需要を増やす取り
組みを行い、都市ガ
ス事業の基礎を築い
た。

CO2ネットゼロ
大気中に排出される
CO2と大気中から
除去されるCO2が
同量でバランスがと
れている状況のこと。

進取の気性
従来の習わしにとら
われることなく、積
極的に新しい物事に
取り組んでいこうと
いう気質や性格。

進取の気性の大阪ガス

出典：東京ガス株式会社「株主・投資家情報」をもとに作成

その他
19億円

ガス
1,123 億円

電力
111億円

海外
282億円

エネルギー関連
128億円

不動産
134億円

東京ガスのセグメント別利益構成比（2020年度）

※2021 年度から、国内エネルギー・ガスと国内エネルギー・電力を国内エネルギーへ統合し、大阪ガスインターナショナルトランスポー
ト（株）などを海外エネルギーから国内エネルギーに移管。併せて、大阪ガス（国内エネルギー・ガス）に含まれる海外エネルギー
のための営業費用を海外エネルギーに移管

出典：Daigas グループ「統合報告書 2023」「Daigas グループについて」をもとに作成

国内エネルギー・ガス
国内エネルギー・電力
国内エネルギー
海外エネルギー

ライフ＆
ビジネス ソリューション
消去等1,500

1,000

500

0

（億円）

2018 2019 2020 2021※ 2022（年度）

729

グループマインド：
「お客さま起点」

事業領域：
ライフ＆ビジネス

ソリューション事業

グループマインド：
「誠心誠意・使命感」

事業領域：
国内エネルギー事業

グループマインド：
「進取の気性」

事業領域：
海外エネルギー事業

大阪ガス（Daigasグループ）のセグメント別利益とグループマインド

大手都市ガス会社

都市ガス業界をリードする
東京ガスと大阪ガス
約200社ある都市ガス事業者のなか、都市ガス大手４社は東京ガス、大阪
ガス、東邦ガス、西部ガスです。東京ガスと大阪ガスの二強が切磋琢磨し、
都市ガス業界の発展を牽引してきました。
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燃料電池は、化学エネルギーを電気エネルギーに変換する装置
です。定置用燃料電池の熱効率は35～60％、電気と熱を併せた
総合エネルギー効率は80％程度とされています。
燃料電池にはさまざまな種類があります。家庭用・車両用とし
て注目されている固体高分子形燃料電池（PEFC: Po lymer 

Electrolyte Fuel Cells）は、電解質に高分子膜を用いたもので、
主に水素を燃料として使い、水の電気分解の原理により水素と酸
素を反応させて電気を発生させる装置です。直接メタノール燃料
電池（DMFC: Direct Methanol Fuel Cells）は、メタノールを燃
料として使うもので、移動体電源への応用が期待されています。
また、固体酸化物燃料電池（SOFC: Solid Oxide Fuel Cells）は、
天然ガスなどを燃料として使うことができ、大規模発電所や家庭
用のコージェネレーションシステム（P.54参照）などの用途が
考えられます。これらの燃料電池は、それぞれの特性や適用範囲
に応じて、さまざまな場面での利用が期待されています。

燃料電池の用途は、自動車やバス、固定式発電機など、多岐に
わたります。特に自動車産業では、燃料電池自動車（FCV）の普
及が進んでいます。日本国内では、東京オリンピックで燃料電池
バス（FCバス）が運行した例が挙げられます。燃料電池技術のさ
らなる進展とコスト削減により、2030年代には市場規模が10倍
以上に拡大すると予測されています。また、エネルギー効率が高く、
CO2排出が少ないため、環境対策としても重視されています。将
来的には、さらなる普及と技術の進歩が期待されます。

水素やメタノール、天然ガスなどを使う燃料電池

熱効率
熱エネルギーとして
投入されたエネルギ
ーのうち、有用なエ
ネルギーに変換され
た比率。エンジンや
ボイラーなどの機器
がどれだけ効率的に
燃料をエネルギーに
変換するかを測定す
るためのもの。高い
ほど望ましいとされ
る。

種類
このほか、リン酸形
燃料電池（PAFC: 
Phosphoric Acid 
Fuel Cells）、溶融
炭酸塩形燃料電池
（MCFC : Mo l t en 
Carbonate Fuel 
Cells）、アルカリ電
解 質 形 燃 料 電 池
（AFC : A l k a l i n e 
Fuel Cells）などが
ある。

燃料電池自動車
水素を主要な燃料と
し、燃料電池により
水素と酸素の化学反
応で電気を生成し、
モーターを動作させ
る車両。排出するの
は水のみで、CO2
を排出しないのが特
徴。

技術進展とコスト削減により拡大が進む

燃料電池（PEFC）のしくみ

O

H H
O

OH H

e

H H
H

e
e e e e

出典：国立研究開発法人 国立環境研究所・環境展望台「燃料電池」を参考に作成

水素イオン
（H＋）

水＋電解質 熱

水素（H2）

水（H2O）

酸素（O2）

＋

❶陰 極 で 水 素（H2）
が水素イオン（Ｈ+）
と電子（e-）に分解

（酸化反応）

❷水素イオンは電解
質 を 通 っ て 陽 極
へ、電子は電線を
流れて陽極へ移動

❸陽 極 で 空 気 中 の 酸 素
（O2）と電解質を通っ
てきた水素イオン、電
線からの電子が反応し
て水を生成（還元反応）

陰
極

陽
極

電気

燃料電池自動車（FCV）のしくみ

参考：トヨタ自動車株式会社 FCV（燃料電池）駆動システムより
出典：佐賀県「FCV のしくみ」をもとに作成

燃料電池
（発電装置）

電気

H２O２

駆動用
バッテリー

（二次電池） 
モーター

水素
ステーション水素充てん

水（H2O）

高圧水素
タンク

空気
（酸素）
O２

電気

H H
O

❺モーターを回して
走る

❹電気をモーター
に送る

❶空気を吸い
込む

❷酸素と水素を燃
料電池へ送る

❸化学反応で電
気と水を発生

❻水を車外へ
排出

H２

発電

H２

燃料電池

発電方式により多くの種類があり
家庭や産業に活用可能な燃料電池
燃料電池は、電力・ガス業界の最前線で注目を集める分野のひとつです。
CO2排出を削減する技術と位置付けられ、自動車産業をはじめとした多く
の分野で応用が進められています。
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風力発電は、再エネのひとつである風の力で風車を回し、その
回転エネルギーで発電する方式です。特に陸上風力発電は、設置
が比較的容易であり、多くの国で普及しています。陸上風力発電
のメリットとして、建設やメンテナンスのコストが洋上風力に比
べて低いことが挙げられます。たとえば、北海道や九州では風の
強い地域を活用した大規模な風力発電所が運転を開始しています。
一方で、風の不安定さや騒音問題などを解消する必要があり、
地域に応じた適切な設計や配置が求められるため、建設前には住
民への説明会、運用後も見学会を開催しています。

洋上風力発電は、海や湖の風で発電する方式です。洋上の風は
一般的に陸上より強く、安定しているため、高い発電効率がある
といわれています。事実、欧州では多数の洋上風力発電所が稼働
しています。日本でも技術開発が進み、秋田沖などで商業運転が
予定されています。しかし、高い建設コストや維持管理の課題な
ど、乗り越えるべき障壁も多いのが現状で、技術的進歩が期待さ
れる分野です。
洋上風力発電は、「着床式」と「浮体式」の２種類に大きく分
かれます。着床式は、発電設備の支柱を海底まで到達させ、基礎
構造物で固定する方式です。一般的に、水深が50m以下の比較
的浅い海域で採用されます。浮体式は、発電設備自体が洋上に浮
遊しており、係留により位置を保持する方式です。水深が深い場
所、特に50mを超える海域で採用されています。

比較的設置しやすい陸上風力発電

騒音問題
風車の回転から生じ
る騒音が近隣住民の
悩みの種となること
がある。特に低周波
音は、健康や生活へ
の影響が懸念されて
おり、適切な場所選
定や技術的な対策が
求められている。

建設や維持管理のコストが課題の洋上風力発電

秋田沖
秋田県沖は、能代
市・三種町・男鹿市
沖や、由利本荘市沖
など、日本の洋上風
力発電の先駆けとし
て注目を集めている。
海底が浅く風の条件
が良好なため、洋上
風力発電に適してい
るとされる。

風力発電の主な形態

陸上風車 洋上風車（着床式）

水深0～30メートル程度

水深30～60メートル程度

水深60メートル以上

洋上風車（着床式） 洋上風車（浮体式）

出典：“Dynamics Modeling and Loads Analysis of an Offshore Floating Wind Turbine”（2007, NREL）よりNEDO 作成
出所：独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「NEDO再生可能エネルギー技術白書 第２版」をもとに作成

日本の風力発電の新規導入量の推移
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出典：一般社団法人 日本風力発電協会「2022 年末日本の風力発電の累積導入量：480.2 万 kW、2,622 基（2023/1/26 更新）」を
もとに作成

累積導入量
4,802MW
2,622 基

（2022 年 12 月末実績）

陸上風力・洋上風力

陸上風力は比較的設置しやすいが
洋上風力はコストなどが課題
風力発電は、再生可能エネルギー（再エネ）が注目されるなか、持続可能な
電力供給の柱となっています。風車を地上に設置する陸上風力と、海上や湖
上に設置する洋上風力があり、特性に合った条件で展開されています。
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